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本村の人口は、近年減少傾向にありますが、人口はいったん減り始めると、それを回復させることは容易でないことから、『第４次南大東村総合計画』においては、平成32年度の目標人口を1,500人とし、「人と自然が活きるフロンティアアイランド」を将来像として、さとうきび関連産業や自然資源を活かした観光産業等の創出を図ることで、定住人口の増加を目指すとしています。

にもかかわらず本村の人口は減り続けています。このままでは、村の存続にもかかわる深刻な事態を招きかねません。このため、急速な人口減少に歯止めをかけ、将来にわたって活力ある地域社会を維持するため、本村では、まち・ひと・しごと創生法に基づき、南大東村総合戦略を策定するものです。
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地方版総合戦略は、国の「長期ビジョン」と「総合戦略」を踏まえ、地方特性を勘案して地方版の人口ビジョンを策定するとともに、今後5か年の政策目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめたものです。
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人口ビジョンの目標年次は、国の長期ビジョンの期間に合わせて、平成72（2060）年とし、5年ごとに人口の推計を行います。
また、「地方版総合戦略」の目標年次は、平成31（2019）年とします。
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まち・ひと・しごと創生法  

国の長期ビジョン     2060  年に１億人程度の人口を 確保する中長期展望を提示   国の総合戦略     2015 ～ 2019  年度（ 5 か年）の 政策目標・施策を策定  

南大東村人口ビジョン     地域の人口動向や将来人口推 計の分析や中長期の将来展望 を提示  

南大東村総合戦略     地域の人口動向や産業 実態等 を踏まえ、 2015 ～ 2019  年度（ 5 か年）の政策目標・施策を策 定  

人口の現状分析     南大東村 の人口構造・動向等の 特性を示す基礎データ を作成  

人口の 将来展望     2060 年を基本目標とする南大 東 村の人口の将来展望 を示す  

社会経済 の現状分析     南大東村 の 産業構造 ・ 経済 動向 の特性を示す基礎データを作 成  

基本目標     今後 5 年間における基本的な 目標・ 取組 み方針を整理  

政策分野ごとの基本目標     具体的な施策 の 整理 、 施策ごと の 客観的な重要業績評価指標 （ ＫＰＩ ） を 設定  

基本的方向     基本目標を達成するため の 施 策の基本的方向を整理  

アンケート調査等による住民意識の反映    

創生本部委員会 による合意形成    

情報・人材支援  

将来人口推計の ワークシート  

地域経済分析   システム  

地方創生人材支 援制度  

地方創生コンシ ェルジュ制度  


本村は、沖縄本島の東方洋上にあり、那覇から海路で392km、空路で360km離れています。

面積は30.53km2で、東西5.78km、南北6.54km、周囲20.8kmの短楕円形の島となっています。

南大東島は、遠く海上から眺めると、水平線上に浮かぶ平らな島のようですが、島の内部は、周囲が環状丘陵地を形成し、中央部はくぼんで盆地状となり、一見火山島を思わせるような様相を呈しています。実際は火山島ではなく、環礁（＝大洋中に発達する環状の珊瑚礁のことを環礁と呼ぶ）が数回の隆起を経てできたサンゴの島です。
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現状推移 対策後 実績


平成2年からの人口の推移をみると、本村は他の自治体に比べ、近年、人口の増減は横ばい状態であるものの、平成22年には20年前の平成2年よりやや増加しています。

性別にみると、南大東村では、男性は平成2年と比べ常にプラス側（増加）にありますが、女性は逆に常にマイナス側（減少）にあり、女性の人口減少が深刻となっています。
また、平成22年の３階級別人口をみると、本村は、他の離島の自治体と比べ少子高齢化の傾向は、中位程度となっています。15歳～64歳の生産年齢人口の割合が62.7％で、離島計（61.6％）よりやや高くなっています。
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平成22年の本村の産業分類別就業者数をみると、「農業」が217人と最も多く、次いで「建設業」198人、「宿泊業，飲食サービス業」72人、「製造業」71人、「卸売業，小売業」61人の順となっています。女性の就業率は「宿泊業，飲食サービス業」、「卸売業，小売業」、「医療，福祉」で高くなっていますが、全般的に女性の就業率は低いのが現状です。
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転入・転出の状況を年代別にみると、「15～19歳」で一旦転出が多くなりますが、その後は「60～64歳」まで転入が上回っています。しかし、65歳以上になると、ほぼ転入はなく転出が上回っています。つまり、高校進学、結婚・出産、定年退職、最終介護の時期に大きな変動がみられます。
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報告 ・助言  

参加・協力  

 

南大東村 地方創生推進会議 （仮称）  

村   民   事業者  

団体 等  

 

村長  

事務局  

担当課  

指示   報告  

南大東村  

指示  

報告  

南大東 村 人口ビジョン・総合戦略創生本部 委員会  
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現在のまま推移した場合の将来予測は、15歳未満が漸減、15歳から64歳までが2050年まで漸減したあと横ばい、65歳以上が2040年まで増加したあとやや減少するとなっています。その結果、総人口は2060年に946人となり、現状の2010年より34％減少することになります。
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　国の長期ビジョンでは、「2060 年に１億人程度の人口を確保する」としていることから、本村においても、様々な条件は異なるものの、国と同等の目標を掲げることが相当であるとし、人口の長期目標を、「2060 年に1,200人程度の人口を確保する」とします。
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本戦略の施策体系は以下のとおりであり、国の総合戦略や沖縄県人口増加計画、南大東村の総合計画等を踏まえ、第４次南大東村総合計画の目標である『人と自然が活きるフロンティアアイランド』を実現するため、以下の４つの政策分野について施策を展開していきます。






国の総合戦略が定める４つの政策分野において、本村として特に重点的に推進すべき施策をＫＰＩ（重要業績評価指標）として以下のように設定します。

	分野
	目標指標
	現状値（最新）
	目標値（H31年度）

	雇用
	地産地消（野菜生産）の推進
	生産量：1,733kg
	生産量：3,500kg

	
	かぼちゃ生産量［さとうきびの輪作］
	284トン
	400トン

	
	販路拡大に係る予算
	－
	1,000万円

	
	新規雇用者数（総合指標）
	－
	19人

	人の流れ
	シュガートレインの利用者
	－
	4,145人

	
	クルーズ船の誘致による観光客数
	－
	300人

	
	新たに開発する特産品の数
	－
	5種類

	
	民泊を営む民家数
	0戸
	10戸

	
	観光メニューの開発
	プログラム数：5種類
	プログラム数：10種類

	
	観光客数（総合指標）
	3,012人
	6,000人

	結婚・子育て
	妊婦援助・乳幼児援助
	20万円／人
	20万円／人

	
	乳幼児健診率（乳児）
	   乳児：89.5％

1.6才児：88.2％

 3才児：94.1％
	   乳児：91.5％

1.6才児：90.2％

 3才児：96.1％

	
	学習支援センターの利用率
	小学生28％

中学生84％
	小学生50％

中学生100％

	
	中学生までの医療費援助
	全額免除
	拡充

	
	小・中学校の生徒数（総合指標）
	124人
	124人

	まちづくり
	農地整備
	871ha/1,500ha
	982ha/1,500ha

	
	村営住宅の管理戸数
	80戸
	新規10戸
建替え10戸

	
	再生可能エネルギーの導入量
	3,365kW
	3,445.5kW

	
	村内純生産（総合指標）
	4,692百万円
	5,000百万円


注）表中のゴシック文字は、総合戦略の新規の重点施策です。

かつて島のさとうきび産業を支えたシュガートレイン（さとうきび運搬列車）を復活させます。今回はさとうきび輸送用としての運行ではなく、文化センターから西港までの村有地に、鉄道を整備する計画です。


 
県内産の野菜の取扱量は、9月～11月の秋の時期に極端に少なくなることから、この時期に合わせて植物工場等で野菜を生産すれば、市場の需要にこたえることができます。
また、生産以上に大切なのが販路の確保であり、そのためのマーケティング戦略が重要になってきます。

＜月桃の繊維を用いた「古布」風の衣類やカーテン類＞
　我が国には、日本の三大古布というものがあり、その独特の風合いが衣類のみならず、暖簾やスダレ、カーテン類等に用いられ、人気を博しています。芭蕉布､葛布(くずふ)､科布(しなふ)が、その三大古布と呼ばれるものです。いずれも、その材料から繊維は容易に取り出せないようにみえますが、先人の努力と工夫によって、繊維を作りだしています。月桃にも、芭蕉に似た繊維があり、一定の長さもあることから、創意工夫によって繊維を取り出すことができないか、研究開発する価値があります。
＜地底湖での魚（チョウザメ等）の養殖＞
宮崎県が国内で前例のないチョウザメ養殖を始めたのは1983年。水産試験場小林分場（現・内水面支場）で200匹を引き受けたのが始まりで、2004年には「稚魚→親魚→稚魚」の完全養殖に成功しています。宮崎県はチョウザメ養殖とキャビア製造の普及にむけて参入事業者を募集し、技術やノウハウを無償で提供しました。現在は、キャビア生産日本一となり、キャビアを使ったクッキーやチョコレート、せっけんなどの関連製品も開発・販売しています。

＜アイザメのスクワラン製造の可能性＞
南大東島の近海ではアイザメが獲れますが、利用されずに捨てられているといわれています。スクワラン製造には、先行している業者がありますが、天日干しにこだわるなど何かひと手間を掛けることで付加価値が付き、差別化が可能になります。

本村には、豊かで多様な自然環境や特有の文化芸能、年中行事などがありますが、交通アクセス条件や宿泊施設等の制約から、その資源を十分に活かしているとはいえないのが現状です。このため、本村特有の自然・文化等の資源を活かした観光業の振興等により、新たな雇用の創出に取り組みます。
アンケート結果では、釣りの振興」「島特有の地形・地質を活かした観光」等への期待が高くなっています。

































南大東村人口ビジョン・総合戦略





概要版





平成28年3月





沖縄県南大東村





戦略策定にあたって





［戦略策定の背景と目的］





［地方版総合戦略の位置付け］





［本戦略の期間］





［本村の概要］





本村には、太平洋で獲れたマグロやサワラなどの海産物や、伝統的に食されてきたそばやようかん、また近年新たに開発された加工品など、バラエティに富んだ特産品があります。


本村は、比較的歴史の浅い村ですが、いわゆる琉球文化とは異なる独自の文化や芸能を育み、年中行事として綿々と受け継いできました。





【大東寿司】





【豊年祭り】





［人口推移（国勢調査）］





本村の人口ビジョン





［就業者］





［転入・転出］





［現状推移予測］





［人口の長期目標］





2010(平成22)年　 2060(平成72)年　 倍率（2060年／2010年）


日本　　　　　128,057千人      100,000千人　　　      0.78倍


南大東村        1,442人          1,200人              0.83倍











【本村の人口の長期目標】


「2060 年に1,200人程度の人口を確保する」








［対策後の将来予測］





主要施策による移住の効果。





総合戦略の主要施策による2020年の移住者を加え、更に施策体系に基づく種々の施策の継続によって転出者を減らし転入者を増やして将来人口の減少に歯止めをかけると、2060年の人口は1,201人になると推計されます。





［対策による人口減少の食い止め］


現状推移予測人口から、年齢階級ごとの転出率と転入率を見直すことで人口減少を食い止める手法を用いました。その結果、2060（平成72）年の総人口は、現状推移予測の946人から1,201人になりました。





現状推移      対策後　　　　　 


総人口   946人  →  1,201人





［社会経済に与える影響］





対策後の３階級別の構成比をみると、15歳未満の最低割合、15～64歳の生産年齢人口の最低割合、65歳以上の最高割合は、いずれも以下のように改善されます。





現状推移       対策後　　　　　 


15歳未満   15.0％   →   15.5％


15～64歳   53.4％   →   55.1％


65歳以上   30.4％   →   28.1％





同じく15歳未満と65歳以上の非生産年齢人口1人を、15～64歳の生産年齢人口が何人で支えるかについても、以下のように改善されます。





現状推移　　対策後予測　　　　　 


最もきびしい


支える人数     1.15人  →  1.23人


（生産年齢人口）





【国の総合戦略が定める政策分野】


①地方における安定した雇用を創出する。


②地方への新しい人の流れをつくる。


③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる。


④時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する。





政策分野・施策体系





[施策体系]





商業の振興





農産物・水産物加工品の充実





ＩＣＴ産業の振興





「島まるごとミュージアム」構想の推進





観光客増加にむけた取組みの強化





出会いと結婚に係る支援





出産・保育への支援





教育環境の整備・充実





通信情報基盤の整備





交通条件の整備





ひと・情報・推進体制








生活基盤の整備





環境衛生の改善





開拓魂がいきづく農林水産業の振興





新たな未来をひらく観光業等の振興





結婚・子育てセーフティネットの充実





定住環境の整備・充実





人と自然が活きるフロンティアアイランド





生産農家の育成・生産組合の組織強化





さとうきびの生産性の充実・拡大





観光業と連携した農業の振興





輪作による経営の安定





ハウス栽培の振興





水産資源の維持・保全





漁業経営の安定化・後継者の育成





港湾施設の整備促進





観光業と連携した漁業の振興





ＫＰＩと重点施策





［ＫＰＩの設定］





■シュガートレインの復活





■地産地消（野菜生産）の推進





■新たに開発する特産品（例）





■観光メニューの開発





【期待する観光資源】








■学習支援センターの利用拡大











　　　　



































































































































































































































［設立趣旨］　小中学生の学力向上と人材育成を目的として、南大東村育英会条例に基づき、南大東村立学習支援センター（以下「支援センター」という。）を設置する。


［管 理 者］　支援センターの管理者は村長。管理に関する事務は教育委員会の所轄事務。


［受講対象］　小学校１年生から中学校３年生まで


［受 講 料］　支援センターの受講者は、受講料を支払うものとする。金額については、支援センター運営委員会（以下「運営委員会」という。）で定める。


［指導教材］　教科については、教育委員会において目的を達成する教科を選科する。


［休 講 日］　①国民の休日に関する法律に規定する休日　②土曜日・日曜日　③教育委員会が指定した日、又はセンター長が特に必要と認め、あらかじめ教育委員会の承認を得た日


［スタッフ］　支援センターにセンター長１名（教員兼）、教員１名








沖縄県は、エネルギー自給率が低く、島しょ地域であると同時に台風の常襲地域でもあり、自然災害を被りやすい地域であることから、以下のような「災害に強く、低炭素な地域づくり」を推進しています。


［基金額］ 14億円


［事業期間］　平成26～平成28年度


［再生可能エネルギーの目標］


・発電量　449,745kWh/年


・防災拠点での普及率　1.8％増


・二酸化炭素削減　248t-CO2/年


・離島の再エネ普及率　7.8％増





このため、本村においても、平時は事業活動にも利用でき、災害時には非常用電源として機能する、再生可能エネルギーの導入を推進します。











■再生可能エネルギーの導入





戦略の推進





本戦略の推進にあたって、広く関係者の意見を反映させるため、村民・団体・事業者・行政等で構成する「南大東村地方創生推進会議（仮称）」を設置し、同会議において、本戦略に基づく取組みの進捗状況について報告を行い、戦略の見直しを行うなど戦略の着実な推進を図ります。


本戦略の推進にあたって、施策ごとの進捗状況を把握するため、重要業績評価指標（ＫＰＩ）を設定し、重点施策の進捗状況や社会経済情勢の変化に柔軟に対応していくこととしています。





南大東村人口ビジョン・総合戦略　概要版


南大東村総務課


〒901-3895　沖縄県島尻郡南大東村字南144番地-1


TEL　09802-2-2001　　　FAX　09802-2-2669


http://www.vill.minamidaito.okinawa.jp/








沖縄県は、総合戦略に係る様々な補助メニューを用意していますが、農家等の事業者が単独でこれらの申請手続きを行うのは困難と考えられるため、村は相談窓口（総務課）を設置して、必要な助言や支援を行います。また、総合戦略の推進を図るために、村のホームページや広報等を通じて、総合戦略の周知に努めます。
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